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別冊 1. 給付要件にあてはまらないが給付の対象となる可能性のある方（例外）  

売上の減少を確認するにあたって、原則（【原則 2-2-1. 給付の対象となる方（一般）】） にあては

まらない方でも、以下にあてはまる方は、給付の対象となる場合があります。 ただし、原則の要件にあて

はまる申請に比べて、確認に時間がかかることがあります。 また、売上を確認するために添付する書類

【原則 3-4. 売上情報/3-4-3. 添付書類】が原則の場合の書類と異なります。  

 

別冊 1-1. 例外① 直前の事業年度の確定申告が完了していない場合などの例外 

  

この例外について 直前の事業年度の確定申告の申告期限前である場合や申告期限が延長されてい

る場合な ど、相当の事由により、直前の事業年度の確定申告書類の控えが提出できない場合または 

直前の事業年度の確定申告書別表一の控えに収受日付印が押印されていない場合、以下の書類に

記載された売上を、申請にもちいることができます。  

  

売上情報に関し必要な書類 

 この例外を利用する場合、以下の書類を添付してください。  

 （1） 2 事業年度前の確定申告書別表一と法人事業概況説明書の控え（※1）  

[図別冊 1-1_1 2 事業年度前の確定申告書別表一と法人事業概況説明書の控え]  

または 

税理士による署名押印済みの前事業年度の事業収入証明書（様式自由） 

     [図別冊 1-1_2 税理士による署名押印済みの前事業年度の事業収入証明書①]  

[図別冊 1-1_2 税理士による署名押印済みの前事業年度の事業収入証明書②]  

（2） 申請にもちいる売上が減った月・期間の売上台帳など  

  

※  これらに加えて、別途、賃貸借契約に関する書類【原則 3-5. 賃貸借契約情報/3-5-3. 添付

書類】などが必要です。  

※１ ２事業年度前の確定申告書別表一と法人事業概況説明書の控えを提出した場合は、申請に

用いる売上が減った月・期間と、２事業年度前の同じ月・期間とを比較して、要件に該当するかを判断

します。 
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図別冊 1-1_1 2 事業年度前の確定申告書別表一と法人事業概況説明書の控え 
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※１ 2019 年の売上については、原則確定申告書の提出をお願いします。 

    確定申告書提出が困難な場合のみ、本サンプルのとおり、税理士の署名・捺印が入った売上台 

帳に代えてください。 

※２ 2020 年の売上については、別途売上台帳の提出をお願いします。 

図別冊 1-1_２ 税理士による署名押印済みの全事業年度の事業収入証明書① 
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※１ 2019 年の売上については、原則確定申告書の提出をお願いします。 

    確定申告書提出が困難な場合のみ、本サンプルのとおり、税理士の署名・捺印が入った売上台 

帳に代えてください。 

※２ 2020 年の売上については、別途売上台帳の提出をお願いします。 

図別冊 1-1_３ 税理士による署名押印済みの全事業年度の事業収入証明書② 

 

 

別冊 1-2. 例外② 創業特例（2019 年５月～12 月に設立した一部の法人） 

創業特例について 

2020 年の申請に用いる売上が減った月・期間の最初の月に対応する 2019 年の同じ月から、2019

年 12 月 31 日までの間に、法人を設立した場合、2020 年の申請に用いる売上が減った月・期間と同

じ 2019 年の月・期間の売上が確認できず、売上の減少率を把握できないため、2019 年の設立日か

ら 2019 年 12 月 31 日までの間の平均売上を、申請に用いることができます。  
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図別冊 1-2_1 創業特例を活用した売上要件の確認① 

 

図別冊 1-2_２ 創業特例を活用した売上要件の確認② 

 

（例）2019年10月に設立　５月から７月の売上を申請に用いる場合

2019年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

売上（万円） ー ー ー ー ー ー ー ー ー 50 50 80

2020年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

売上（万円） 40 40 35 40 50 50 50 ー ー ー ー ー

15％以上減っているかの算出例

2019年の月の売上平均×3（3か月分）×0.85（100%ー15％）＝

2020年の５月から７月の売上合計＝

2020年 ＜  2019年

2019年の月平均の売上：60万円

3か月分売上・180万円
3か月売上150万円

2019年に比べて15％以上減った

１５３万円

１５３万円

１５０万円

１５０万円

（例）2019年10月に設立　６月の売上を申請に用いる場合

2019年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

売上（万円） ー ー ー ー ー ー ー ー ー 50 50 80

2020年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

売上（万円） 40 40 35 40 35 30 ー ー ー ー ー ー

25％以上減っているかの算出例

2019年の売上平均×0.75（100%ー25％）＝

2020年の６月の売上＝

2020年 ＜  2019年

2019年の売上合計・180万円

月平均の売上・60万円
月額売上20万円

2019年の平均売上に比べて25％以上減った

４５万円

４５万円

３０万円

３０万円
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売上情報に関し必要な書類 

創業特例を利用する場合、以下の書類を添付してください。 

（１） 売上が減った月・期間と比較する事業年度の確定申告書類の控え（※１） 

【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】（１）（２）（３）に同じ 

（２） 申請に用いる売上が減った月・期間の売上台帳など 

【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】（４）に同じ 

（３） 履歴事項全部証明書（※２）〔図別冊 1-2_３ 履歴事項全部証明書〕 

 

※これらに加えて、別途、賃貸借契約に関する書類【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】

などが必要です。 

※１（１）について、2020 年の申請に用いる売上が減った月・期間と比較するすべての事業年度

（売上が減った月・期間の前年度売上が属するすべての事業年度）のものを、添付してください。な

お、申請に用いる売上が減った期間が複数事業年度にまたがる場合は、それぞれ比較する事業年度

の確定申告書類を添付してください。 

法人を設立した日の属する月をひと月とみなします。 

※２ 法人の設立日が、2020 年の申請に用いる売上が減った月（または連続する３か月の最初の月）

に対応する 2019 年の同じ月から、2019 年 12 月 31 日までの間であることを確認してください。 

履歴事項全部証明書は、法務局の HP からの申し込みにより、オンラインでの発行が可能です。 

https://www.touki-kyoutaku-online.moj.go.jp/index.html 

 

https://www.touki-kyoutaku-online.moj.go.jp/index.html
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図別冊 1-2_３ 履歴事項全部証明書 

 

別冊 1-3.例外③ 合併特例（合併を行った法人） 

 

合併特例について 

2020 年１月１日から、申請に用いる売上が減った月・期間までの間に合併したため、売上の要件にあ

てはまらない法人の方は、前年の同じ月・期間について、合併前のそれぞれの法人の売上の合計を申請

に用いることができます。 

また、売上が減った月または連続する３か月の最初の月に対応する 2019 年の同じ月から、2019 年

12 月 31 日までの間に合併した法人は、創業特例【別冊 1-2.例外②】の利用をご検討ください。 
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売上情報に関し必要な書類 

合併特例を利用する場合、以下の書類を添付してください。 

（１） 申請に用いる売上が減った月・期間と比較する事業年度に合併前の各法人の確定申告書類

の控え 

【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】（１）（２）（３）に同じ 

（２） 申請に用いる売上が減った月・期間の売上台帳など 

【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】（４）に同じ 

（３） 履歴事項全部証明書〔図別冊 1-3_１ 履歴事項全部証明書〕（※１） 

 

※これらに加えて、別途、賃貸借契約に関する書類【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】

などが必要です。 

 

※1 合併の年月日が 2020 年の申請に用いる売上が減った月・期間と、売上を比較する前年の同じ

月・期間の間であることを確認ください。 

履歴事項全部証明書は、法務局の HP からの申込みにより、オンラインでの発行が可能です。 

https://www.touki-kyoutaku-online.moj.go.jp/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.touki-kyoutaku-online.moj.go.jp/index.html
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図別冊 1-3_１ 履歴事項全部証明書 

 

別冊 1-4.例外④ 連結納税特例（連結納税を行ている法人） 

 

連結納税特例について 

連結納税を行っている場合は、各法人の直前の事業年度の連結法人税の個別帰属額等の届出書を

確定申告書類の代わりとして添付することができます。 

 

売上情報に関し必要な書類 

連結納税特例を利用する場合、法人ごとに以下の書類を添付してください。 

（１） 連結法人税の個別帰属額等の届出書（※１） 

（２） 法人事業概況説明書の控え 
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（３） 申請に用いる売上が減った月・期間の売上台帳など（※２） 

【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】（４）に同じ 

 

※これらに加えて、別途、賃貸借契約に関する書類【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】 

などが必要です。 

 

※１ 収受日付印、または電子申告の日時・受付番号 

    （e-Tax の場合で収受印・受付番号がない場合は受信通知）が必要です。 

※２ 申請する法人の売上台帳に限ります。 

 

申請例 

親会社Ｘが子会社Ａ～Ｄの４社を連結納税している場合 

・子会社Ａと子会社Ｂは給付要件にあてはまらないので、申請の対象外となります。 

・子会社Ｃと子会社Ｄは要件にあてはまりますので、Ｃ社とＤ社それぞれについて、書類をご準備いただ 

き、それぞれの会社について申請を行うことができます。 
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図別冊 1-4_１ 連結納税特例の例 

 

別冊 1-5.例外⑤ 罹（り）災特例（罹災の影響を受けた法人） 

 

罹（り）災特例について 

災害の影響を受けて、本来よりも 2019 年の売上などが減っており、2018 年または 2019 年に発行さ

れた罹（り）災証明書などをもつ法人は、申請に用いる売上が減った月・期間と罹（り）災した年の前

年の同じ月・期間の売上を申請に用いることが可能です。 

 

売上情報に関し必要な書類 

罹（り）災特例を利用する場合、以下の書類を添付してください。 

（１） 罹（り）災証明書などを受けた日の属する事業年度の直前の事業年度の確定申告書類の

控え 

親会社X

・資本金15億円

・前年の同じ月と

比較して売上が

25%以上減った

・資本金１億円

・前年の同じ月と

比較して売上が

20%減った

・資本金１億円

・前年の同じ月と

比較して売上が

50％以上減った

・資本金９億円

・連続する３カ月

の売上の合計が、

前年の同じ期間

の売上の合計と

比較して30％以

上減った

子会社Ａ 子会社Ｂ 子会社Ｃ 子会社Ｄ

資本金が

要件外

売上減少幅が

要件外

申請OK 申請OK
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【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】（１）（２）（３）に同じ 

（２） 申請に用いる売上が減った月・期間の売上台帳など 

【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】（４）に同じ 

（３） 罹（り）災証明書など（ただし発行年は、2018 年または 2019 年のものに限ります。）［図

別冊 1-5_１ 罹（り）災証明書など］ 

 

※これらに加えて、別途、賃貸者契約に関する書類【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】 

などが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図別冊 1-5_１ 罹（り）災証明書など 
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別冊 1-6.例外⑥ 法人成り特例（個人事業者から法人化した者） 

 

法人成り特例について 

2020 年１月１日から、申請に用いる売上が減った月・期間までの間に個人事業者から法人化した場

合、申請時に法人であっても、申請に用いる売上が減った月・期間と比較する前年の同じ月・期間の属

する事業年度に申告した個人事業主としての確定申告書類を添付することができます。 

なお、売上が減った月または連続する３か月の最初の月に対応する 2019 年の同じ月から、2019 年

12 月 31 日までの間に法人化した法人は、創業特例【別冊 1-2.例外②】の利用をご検討ください。 

 

図別冊 1-6_1 法人成り特例の例 

 

売上情報に関し必要な書類 

法人成り特例を利用する場合、以下の書類を添付してください。 

（１） 個人事業者として提出した 2019 年分の確定申告書類の控え（※１） 

青色申告の場合 

・2019 年の確定申告書第一表の控え（※２） 

・所得税青色申告決算書の控え 

白色申告の場合 

・2019 年の確定申告書第一表の控え（※２） 

（２） 以下のいずれかひとつ 

・法人設立届出書（※３） 

〔図別冊 1-6_２ 法人設立届出書〕 

（例）2020年２月に法人化　８月の売上を申請に用いる場合

2019年（個人事業主）

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

売上（万円） 50 25 25 25 25 30 30 40 50

2020年（法人）

月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

売上（万円） - 25 25 25 25 30 20 25 40

25％以上減少ているかの算出例

2019年の８月の売上×0.75(100%-25％）＝30万円

2020年の８月の売上＝25万円

2020年：25万円＜2019年：30万円

2019年の同じ月の売上に比べて25％以上減った
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・個人事業の開業・廃業届出書（※４） 

〔図別冊 1-6_３ 個人事業の開業・廃業等届出書〕 

（３） 申請に用いる売上が減った月・期間の売上台帳など 

【原則 3-4.売上情報/3-4-3.添付書類〕（４）に同じ 

（４） 履歴事項全部証明書（※５） 

〔図別冊 1-6_４ 履歴事項全部証明書〕 

 

※これらに加えて、別途、賃貸借契約に関する書類【原則 3-5.賃貸者契約情報/3-5-3.添付書類】

などが必要です。 

 

※１個人事業者の場合に提出すべき書類の詳細については、「家賃支援給付金申請要領 個人事

業者等向け 原則」の【3-4.売上情報/3-4-3.添付書類】をご覧ください。 

※２収受日付印または受信通知のいずれもない場合 

個人事業者として提出した 2019 年分の確定申告書類に、収受日付印、または電子申告の日時・

受付番号（e-TaX の場合で収受印・受付番号がない場合は受信通知）のいずれもない場合、以

下の書類を添付することで確定申告書類の代替書類とすることができます。 

・収受日付印等のない確定申告書第一表の控え 

・所得税青色申告決算書の控え 

※2019 年分の「月別売上の記入のある所得税青色申告決算書」を税務署に提出している場合 

のみ 

・納税証明書（その２所得金額用）（事業所得金額の記載のあるもの） 

※上記「納税証明書」の追加添付ができない場合も申請を受け付けますが、内容の確認などに時 

間を要するため、給付までに通常よりも大幅に時間を要します。また、確認の結果、給付金の給 

付ができない場合があります。 

※３法人設立届出書を添付する場合は、以下をご確認ください。 

①「設立形態」欄で「個人企業を法人組織とした法人である場合」が選択されていること。 

②「整理番号」欄に個人事業者として行った確定申告の整理番号を記載していること。 

③税務署受付印が押印されていること。 

※４個人事業の開業・廃業等届出書を添付する場合、以下をご確認ください。 

①「廃業の事由が法人の設立に伴うものである場合」欄に記載があること。 

②その法人名・代表者名が申請内容と一致していること。 

③税務署受付印が押印されていること。 

※５会社設立の年月日が、2020 年１月１日から申請に用いる売上が減った月・期間との間であるこ

とをご確認ください。 

履歴事項全部証明書は法務局の HP からの申し込みにより、オンラインでの発行が可能です。 

http://www.touki-kyoutaku-online.moj.go.jp/index.html 

http://www.touki-kyoutaku-online.moj.go.jp/index.html
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図別冊 1-6_２ 法人設立届出書 
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図別冊 1-6_３ 個人事業の開業・廃業等届出書 
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図別冊 1-6_４ 履歴事項全部証明書 

 

別冊 1-7.例外⑦ NPO 法人や公益法人等特例 

 

NPO 法人や公益法人等特例について 

公益法人等（法人税法別表第二にあてはまる法人 P21～P24）及び法人税法以外の法律により公

益法人等とみなされる法人（NPO 法人等）の方は、申請に用いる売上が減った月・期間と比較する

前年の同じ月・期間の売上が分かる書類として、以下の書類を確定申告書類の控えをかわりに添付す

ることができます。 
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売上情報に関し必要な書類 

NPO 法人や公益法人等特例を利用する場合、以下の書類を添付してください。 

（１） 売上が減った月・期間と比較する前年の売上が分かる書類〔図別冊 1-7_１ 売上が分かる

書類の例〕（※１） 

（２） 申請に用いる売上が減った月・期間の売上台帳など 

【原則 3-4. 売上情報/3-4.3.添付書類】（４）に同じ 

（３） 履歴事項全部証明書または根拠法令に基づき公益法人等の設立について公的機関に認可 

等されていることがわかる書類など 

※１ 月ごとの売上を確認できない場合は、事業年度の月の平均売上を比較することとします。 

 

※これらに加えて、別途、賃貸借契約に関する書類【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】

などが必要です。 

図別冊 1-7_１ 売上が分かる書類の例 

 

年間収入が分かる書類の例 

法人種別 年間売上の計算書類等 

学校法人 事業活動収支計算書 

社会福祉法人 事業活動計算書 

公益財団法人・公益社団法人 正味財産増減計算書 
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法人税法別表第二にあてはまる法人は、下表のとおりです。 

№ 名 称 備 考 

１ 公益財団法人  

２ 公益社団法人  

３ 一般財団法人 非営利型法人に該当するものに限る。 

４ 一般社団法人 非営利型法人に該当するものに限る。 

５ 学校法人 私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第六

十四条第四項（専修学校及び各種学校）の規定により

設立された法人を含む。 

６ 社会福祉法人  

７ 医療法人 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第四十二条

の二第一項（社会医療法人）に規定する社会医療法

人に限る。 

８ 貸金業協会  

９ 企業年金基金  

10 企業年金連合会  

11 危険物保安技術協会  

12 行政書士会  

13 漁業共済組合  

14 漁業共済組合連合会  

15 漁業信用基金協会  

16 漁船保安組合  

17 漁船保険中央会  

18 勤労者財産形成基金  

19 軽自動車検査協会  

20 健康保険組合  

21 健康保険組合連合会  

22 原子力発電環境整備機構  

23 高圧ガス保安協会  

24 広域臨海環境整備センター  

25 厚生年金基金  

26 更生保護法人  

27 小型船舶検査機構  

28 国家公務員共済組合  

29 国家公務員共済組合連合会  
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30 国民健康保険組合  

31 国民健康保険団体連合会  

32 国民年金基金  

33 国民年金基金連合会  

34 市街地再開発組合  

35 自転車競技会  

36 自動車安全運転センター  

37 司法書士会  

38 社会保険労務士会  

39 住宅街区整備組合  

40 酒造組合  

41 酒造組合中央会  

42 酒造組合連合会  

43 酒販組合  

44 酒販組合中央会  

45 酒販組合連合会  

46 商工会  

47 商工会議所  

48 商工会連合会  

49 商工組合 組合員に出資をさせないものに限る。 

50 商工組合連合会 会員に出資をさせないものに限る。 

51 商品先物取引協会  

52 消防団員等公務災害補償等

共済基金 

 

53 職員団体等 法人であるものに限る 

54 職業訓練法人  

55 信用保証協会  

56 生活衛生同業組合 組合員に出資をさせないものに限る。 

57 生活衛生同業組合連合会 会員に出資をさせないものに限る。 

58 税理士会  

59 石炭鉱業年金基金  

60 船員災害防止協会  

61 全国健康保険協会  

62 全国市町村職員共済組合連

合会 
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63 全国社会保険労務士連合会  

64 全国農業会議所  

65 損害保険料率算出団体  

66 地方議会議員共済会  

67 地方競馬全国協会  

68 地方公務員共済組合  

69 地方公務員共済組合連合会  

70 地方公務員災害補償基金  

71 中央職業能力開発協会  

72 中央労働災害防止協会  

73 中小企業団体中央会  

74 投資者保護基金  

75 独立行政法人 別表第一に掲げるもの以外のもので、国または地方公共

団体以外の者に対し、利益または剰余金の分配その他こ

れに類する金銭の分配を行わないものとして財務大臣が指

定したものに限る。 

76 土地改良事業団体連合会  

77 土地家屋調査士会  

78 都道府県職業能力開発協会  

79 都道府県農業会議  

80 日本行政書士会連合会  

81 日本勤労者住宅協会  

82 日本公認会計士協会  

83 日本司法書士会連合会  

84 日本商工会議所  

85 日本消防検定協会  

86 日本私立学校振興・共済事

業団 

 

87 日本税理士会連合会  

88 日本赤十字社  

89 日本電気計器検定所  

90 日本土地家屋調査士会連合

会 

 

91 日本弁護士連合会  

92 日本弁理士会  
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93 日本水先人会連合会  

94 認可金融商品取引業協会  

95 農業共済組合  

96 農業共済組合連合会  

97 農業協同組合中央会  

98 農業協同組合連合会 医療法第三十一条（公的医療機関の定義）に規定す

る公的医療機関に該当する病院または診療所を設置する

もので政令で定める要件にあてはまるものとして財務大臣が

指定をしたものに限る。 

99 農業信用基金協会  

100 農水産業協同組合貯金保険

機構 

 

101 負債整理組合  

102 弁護士会  

103 保険契約者保護機構  

104 水先人会  

105 輸出組合 組合員に出資をさせないものに限る。 

106 輸入組合 組合員に出資をさせないものに限る。 

107 預金保険機構  

108 労働組合 法人であるものに限る。 

109 労働災害防止協会  
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別冊２．支給に必要な書類が準備できない場合 

賃貸借契約ではない契約によって土地または建物を使用・収益している場合や、申請に必要な書類が

ない場合であっても、以下に該当する場合には、例外として申請を行うことができます。 

ただし、例外の申請内容の確認には時間を要する場合があります。 

また、賃貸借契約関係を確認するために添付する書類【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書

類】が、原則の場合と異なります。 

なお、以下の例外は、組み合わせて利用することも可能です。 

 

別冊 2-1.例外① 賃貸借契約書上の賃貸人（かしぬし）の名義と現在の賃貸人（かしぬし）の

名義が異なる場合 

 

現在の賃貸人（かしぬし）が、賃貸借契約書に記載の賃貸人（かしぬし）などの名義と異なる場合の

例外です。以下の書類を添付してください。 

 

賃貸借契約関係を確認するために必要な書類 

（１） 賃貸借契約書の契約書の写し 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 
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（２） 賃貸借契約等証明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図別冊 2.1_１ 賃貸借契約等証明書（賃貸人等相違） 

 

（３） 直前３か月間の家賃の支払い実績を証明する書類 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する情報【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類】などが必

要です。 

 

別冊 2-2.例外② 申請者が賃貸借契約書の賃借人（かりぬし）等の名義と異なる場合 

 

申請者の名義が、賃貸借契約書に記載の賃借人（かりぬし）などの名義と異なる場合の例外です。

以下の書類を添付してください。 

 

賃貸借契約関係を確認するために必要な書類 

（１） 賃貸借契約書の契約書の写し 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 
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（２） 賃貸借契約等証明書 

図別冊 2.2_２ 賃貸契約等証明書（賃借人等相違） 

 

（３） 直前３か月間の家賃の支払実績を証明する書類 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する情報【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類】などが必

要です。 

 

別冊 2-3.例外③ 2020 年３月 31 日時点と申請日時点において、契約が有効であるのに、契約

書を見ても分からない場合 

 

申請の対象となる賃貸借契約は、2020 年３月 31 日と申請日の両方において有効であることが必要

ですが、契約を更新し、延長している場合など、契約が有効であることが、元の契約書を見ても分からな

い場合の例外です。以下の書類を添付してください。 
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賃貸借関係を確認するために必要な書類 

（１） 賃貸借契約書の契約書の写し 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 

（２） 以下のいずれかひとつ 

・2020 年３月 31 日及び申請日時点にて有効な賃貸借関係が存在することが分かる書類

（例：更新覚書など） 

・賃貸借契約等証明書 

図別冊 2-2_３ 賃貸借契約証明書（契約期間に３月 31 日又は申請日が含まれていな

い場合） 

 

（３） 直近３か月間の家賃の支払実績を証明する書類 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する情報【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類】などが必 

要です。 
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別冊 2-4.例外④ 2020 年３月 31 日から申請日までの間に、引越しなどにより、新たな契約を締

結した場合 

 

2020 年３月 31 日から申請日までの間に、引越しを行うなど、以前の契約を終了して新たな契約を締

結した場合の例外です。 

以下の書類を添付してください。 

 

賃貸借契約関係を確認するために必要な書類 

（１）2020 年３月 31 日時点で有効であった「賃貸借契約などを証明する書類」の写し 

（例：引越し前の賃貸借契約書） 

（２）申請日時点で有効な「賃貸借契約などを証明する書類」の写し 

（例：引越し後の新たな賃貸借契約書） 

（３）直前３か月間の家賃の支払い実績を証明する書類 

   【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する書類【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類】などが必 

要です。 

 

 

別冊 2-5.例外⑤ 土地・建物を賃貸借ではない形態で契約していて、業界団体等によるガイドライン

がある場合 

 

以下の２つに該当する場合の例外です。 

・賃貸借ではない形態によって、土地または建物を自らの事業のために使用・収益し、そのために対価を

金銭で支払う契約などをしている。（※１） 

・業界団体等によるガイドラインがある。（※２） 

以下の書類を添付してください。 

 

賃貸借契約関係等を確認するために必要な書類 

（１） 賃貸借ではない形態の契約などを証明する書類（契約書、使用許可証など）の写し 

（２） （１）が、業界団体等によるガイドラインにのっとっていることを宣誓した書類（※３） 

（３） 直前３か月間の対価の支払い実績を証明する書類 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に類する 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する書類【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類】などが必 

要です。 
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※１ その土地または建物を他人に転貸（又貸し）しているなど、賃貸借契約であっても給付額の算

定の対象に含むことができないものは、この例外によっても同様に、算定の対象に含むことはできませ

ん。 

▶詳細：原則.2-3-3.給付額の算定根拠とならない契約 

※２ 業界団体等が作成・提出し、事務局が給付業務において、家賃の算定の基礎の確認などに用 

いるガイドラインです。提出されたガイドラインは、順次、事務局のホームページで公表しています。 

公表済みのガイドラインの内容や、今後のガイドラインの作成予定などは、それぞれの業界団体等に

お問合せください。 

※３ 対象のガイドラインに指定されている形式で、書類を作成してください。 

 

別冊 2-6.例外⑥ 土地・建物を賃貸借ではない形態で契約していて、業界団体等によるガイドライ

ンもない場合 

 

以下の２つに該当する場合の例外です。 

・賃貸借ではない形態によって、土地または建物を自らのために使用・収益し（物を直接に利活用して 

利益・利便を得ること）、そのために対価を金銭で支払う契約などをしている。（※１） 

・業界団体等によるガイドラインがない。（※２） 

以下の書類を添付してください。 

賃貸借契約関係等を確認するために必要な書類 

（１） 賃貸借ではない形態の契約などを証明する書類（契約書、使用許可証など）の写し 

（２） （１）が、賃貸借契約に相当する契約であることを証明する書類 

（３） 直前３か月間の対価の支払実績を証明する書類 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に類する 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する書類【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類】などが必 

要です。 

 

※１ その土地または建物を他人に転貸（又貸し）している場合など、賃貸借契約であっても給付額

の算定の対象に含むことができないものは、この例外によっても同様に、算定の対象に含むことはで

きません。 

▶詳細：原則 2-3-3.給付額の算定根拠とならない契約 

※２ 業界団体等が作成・提出し、事務局が給付業務において、家賃の算定の基礎の確認などに用

いるガイドラインです。提出されたガイドラインは順次、家賃支援給付金事務局のホームページで公

表されています。 

公表済みのガイドラインの内容や、今後のガイドラインの作成予定などは、それぞれの業界団体等

にお問い合わせください。 
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別冊 2-7.例外⑦ 契約書が存在しない場合 

 

契約書が存在しない場合に対する例外です。 

以下の書類を添付してください。 

 

賃貸借契約関係を確認するために必要な書類 

（１） 賃貸借契約等証明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図別冊 2-7_４ 賃貸借契約等証明書（契約書等が存在しない場合） 

 

 

（２） 直前３か月間の家賃の支払実績を証明する書類 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する書類【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類】などが必
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要です。 

 

別冊 2-8.例外⑧ 申請日の２か月前までの期間に、賃貸人（かしぬし）から家賃の支払の減免を

受けている場合 

 

申請には、申請前の２か月間、家賃などを支払っている実績が必要ですが、賃貸人（かしぬし）から家

賃などの支払いの減免または猶予を受けている場合や、家賃を滞納している場合でも、給付が受けられ

る例外です。 

ただし、この例外による場合は、最低でも申請日から１か月以内のひと月分は家賃を支払っていることが

必要となります。 

以下の書類を添付してください。 

 

賃貸借契約関係を確認するために必要な書類 

（１） 賃貸借契約書の写し 

【原則 3-5.賃貸借契約情報/3-5-3.添付書類】に同じ 

（２） 以下のいずれかひとつ（※１） 

    ・申請日から最低１か月以内にひと月分の家賃を支払ったことを確認できる銀行通帳の写し、銀

行取引明細書（振込明細書）、賃貸人（かしぬし）からの領収書 

    ・所定の様式による家賃を支払っている旨の証明書 
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図別冊 2-8_５ 支払実績証明書 

 

（３） 以下のいずれかひとつ 

    ・申請日の２か月前までの期間に、家賃の支払の減免もしくは猶予をうけていたことを証明する書 

     類 

    ・支払減免等証明書 
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図別冊 2-8_６ 支払減免等証明書（賃貸人申請用） 

 

※これらに加えて、別途、売上に関する書類【原則 3-4.売上情報/原則 3-4-3.添付書類などが必要 

です。 

 

※１ 

 ・電子通帳や当座口座などで、紙媒体のない場合は、電子通帳などの画面などをコピーしてください。 

・該当する振込がわかるよう対象箇所に印をつけてください。 

・口座名義人・振込先・振込日付・振込金額が分かるようにコピーしてください。 
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図別冊 2-8_７ 家賃などを支払ったことを証明する書類 


